社会学理論学会３・１１研究例会主催者さま
樫田です。
下記のように、①プロフィール、②演題、③演題要旨（長文版と単文版の2種）、をお届けします。
どうぞよろしくご査収のほど、お願いいたします。
※演題要旨については、どちらを使って頂いても、両方でもかまいません。
■（１）■プロフィール・・・・・・１９９字
樫田美雄（かしだ　よしお、kashida@ias.tokushima-u.ac.jp）
　徳島大学大学院ソシオ・アーツ・アンド・サイエンス研究部准教授。筑波大学大学院社会学専攻中退。専門は、相互行為分析、医療と福祉の社会学。
　主要業績は、『いのちとライフコースの社会学』（藤村正之編：弘文堂、2011年）、『エスノメソドロジーを学ぶ人のために』（串田秀也・好井裕明編：世界思想社、2010年）、訳書に、『医療現場の会話分析』（Ｄ．Maynard著・岡田光弘と共訳：勁草書房、2004年）等。
■（２）■演題・・・・・・・・・３０文字
　　  徳島における吉野川水害史から見たポスト３・１１の社会学的課題
■（３）■演題要旨（長文版）・・・・・・・・・1689文字←できればこちらで！
  （１）過疎地の生き残り戦略に組み込まれたものとしての「災害」という視点
　　今回、東日本大震災で想定を越える高さの津波が東北の町や村を襲いました。当然、東南海大地震における津波の想定波高も変更になります。2011年12月21日の徳島県発表では、想定波高が従前の２～３倍になっていました。
　冗談みたいな話ですが、地域に（あらたな）「絶望」はありません。もともと、助かるつもりの防災計画なんて立てていなかったからだと思います。むしろ、一種の明るさがあるのが、おもしろいところです。話題の対象になる（たとえ、津波被害の予想であっても）高揚感もあるでしょう。でも、それだけではないようなのです。いまなら、この波高の高さで、予算の増額を勝ち取ることができる、なんてこともこの明るさの原因の一部なのではないでしょうか。
　「街おこし」というわけではありませんが、この予想をだすことによって、県としては、
来年度の土木事業予算に国からの補助を多めに得られる見込みが増大しています（そういう目的だ、と朝日新聞徳島版は書いていました）。県内には、いま、そういうことで、不思議な明るさが漂っています。
　「災害」があれば、「復旧予算」と「防災予算」がつきます。運が良ければ「移住予算」や「ダム」予算もつきます。それらを上手に組み合わせて、たとえ未来展望はなくても、「とりあえずの生」を生き抜くのが、徳島の山間部の住民と自治体の「戦略」だったように思われるのです。そうやって、国の法律と予算を駆使して、「右肩下がりの日常」を、彼/彼女らは、なんとかかんとか生きていたようなのです。まがりなりにも、ソフトランディングしていたようなのです。この、非目的志向的な、思わざる効果を機能させた高度に洗練された地域文化を社会学は、ちゃんと研究し、紹介しなければなりません。
（２）東日本大震災復興政策の問題点
　空想ですが、きっと、岩手や宮城や青森の漁村も、徳島の山間地と同じだったのだろうと思うのです。明治維新以来、日本政府は、天皇の御名において災害対策・災害復旧を全国各地で行ってきました。地方は、一方では、正面からそれを受け取って、国家に統合され、もう一方では、面従腹背的に、所得再分配の方策のひとつとして、受け取ってきました。災害復旧経費を140年にわたり、口実的に使ってきました（樫田、2005参照。なお、藤村正之氏は、2012年1月22日の研究会で、ここで樫田が述べたことに類した事態を「第二労働省としての建設省（による災害復旧）」と表現しました）。それなのに、今回の東日本大震災は、災害が大きすぎて、そういう「口実的復旧費活用/流用」が困難になりつつあるように思われます。別の言い方をすれば、より露骨に、「復旧」ではなく「復興」になってしまっているように思われます。国が出す予算が、目的志向が先にたった、費用対効果を計算した形の、「投資」になってしまいつつあるように思われます。投資家（国）が、「金もだすが、口も出す」状態になってしまうと、地方は使いにくい。そういう問題が現在起きているように思われます。
（３）社会学理論は何ができるか？
　　社会学理論学会の研究例会での発表ですから、これらの事例から「社会学理論は何ができるか？」ということを考えなければなりません。そのことについては、当日までに考えて発表しようと思います。
＝文献＝
樫田美雄２００５「中央政府にとって地方政府の公共事業を補助することの意義は何か
　　－明治２０年代の吉野川築堤工事に関する国立公文書館資料の分析－」in『ＧＩＳ（地理情報システム）を援用した吉野川流域の地域構造分析』
　　平成１３年度～１６年度　日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究(Ｂ)(２)）
　　研究成果報告書・研究代表者　中嶋　信（平成17年3月刊行）　P.125-134
　　※http://web.ias.tokushima-u.ac.jp/social/kasida/ronbun/kashida_yoshinogawa.kaken_in2005.3.pdfで公開中。
 ■（４）■演題要旨（短文・短縮版）・・・・・・・・・３９８文字
  １）過疎地の生き残り戦略に組み込まれたものとしての「災害」という視点
　「災害」があれば、「復旧予算」と「防災予算」がつきます。運が良ければ「移住予算」や「ダム」予算もつきます。それらを組み合わせて、「とりあえずの生」を生き抜くのが、徳島の山間部の住民と自治体の「戦略」でした。この高度に洗練された地域文化は、注目に値するものです。
　２）東日本大震災復興政策の問題点
　明治維新以来、日本政府は、災害対策・災害復旧を全国で行ってきました。地方は、一方では、正面からそれを受け取って、国家に統合され、もう一方では、面従腹背的に、所得再分配の方策のひとつとして、それを、受け取ってきました。それなのに、今回の東日本大震災は、災害が大きすぎて、そういう「口実的復旧費活用/流用」が困難になっているようです。
　３）社会学理論は何ができるか？
　　これらの事例から「社会学理論は何ができるか？」ということを考えたく思います。
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